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佐倉市一般会計補正予算（第１号）



.



議案第１号

令和５年度佐倉市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算の補正）
第１条 　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ878,330千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ52,708,330千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　（繰越明許費）
第２条 　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表　繰越明許費」による。

令和５年４月４日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五
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令和５年度　佐倉市一般会計補正予算（第１号）









　

　

　 （１）

令 和 ５ 年 度

佐 倉 市 一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

佐 倉 市 予 算 に 関 す る 説 明 書























（一般会計）

１  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 1,408,715

補正前 1,408,299

比  較 416

職員数は一般職と会計年度任用職員の総数

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分
総合事務

組合負担金

補正後 379,125 83,028 1,061,421 732,673 56,916 461,523 99,601 2,380 13,629 500 補正後 301,635 39,632

補正前 379,125 83,028 1,060,845 732,673 56,916 453,728 99,601 2,380 13,629 500 補正前 301,635 38,961

比  較 0 0 576 0 0 7,795 0 0 0 0 比  較 0 671

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

給    与    費    明    細    書

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

1,963 808,906 3,950,916 2,975,105 7,734,927 9,143,642

1,956 803,868 3,950,916 2,966,734 7,721,518 9,129,817

費用弁償
通勤費

84,309 41,245

7 5,038 0 8,371 13,409 13,825

84,309 41,245

0 0

扶養手当
特殊勤務
手    当

児童手当

－ 20 －



ア  常勤職員等（会計年度任用職員以外）

    職   員   数

（人）

補正後 939 ( 52 ) 1,263,059

補正前 939 ( 52 ) 1,263,059

比  較 0 ( 0 ) 0

※括弧内は再任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕（単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分 児童手当

補正後 362,588 83,028 887,058 732,673 56,916 456,118 92,737 2,380 13,629 500 補正後 41,125

補正前 362,588 83,028 887,058 732,673 56,916 448,323 92,737 2,380 13,629 500 補正前 41,125

比  較 0 0 0 0 0 7,795 0 0 0 0 比  較 0

※３節　職員手当等のうち、児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

イ  会計年度任用職員

（単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 73 ( 899 ) 145,656

補正前 73 ( 892 ) 145,240

比  較 0 ( 7 ) 416

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当

補正後 16,537 5,405 6,864 0 補正後 120 39,632

補正前 16,537 5,405 6,864 0 補正前 120 38,961

比  較 0 0 0 0 比 較 0 671

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

（単位:千円）

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

0 3,771,199 2,771,936 6,543,135 7,806,194

0 3,771,199 2,764,141 6,535,340 7,798,399

0 0 7,795 7,795 7,795

扶養手当
特殊勤務
手    当

区     分
職 員 手 当

84,309

84,309

0

1,186,178 1,331,418

576

給            与               費
共　済　費 合     計

報      酬 給       料 計

808,906

6,030

期末手当
費用弁償
通勤費

179,717 203,169 1,191,792 1,337,448

803,868 179,717 202,593

174,363

173,787

576

5,038 0 5,614

－ 21 －



（２）報酬及び給料、職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当 7,795

イ  会計年度任用職員分 576

ア  常勤職員等 （単位:千円）

区   分

   給    料

  職 員 手 当

イ  会計年度任用職員 （単位:千円）

区   分

   報    酬 1,850

617

1,714

857

   給    料

384

192

物価高騰対策臨時給付金支給事業（住民税非
課税世帯分）に係る時間外勤務手当の増分

物価高騰対策臨時給付金支給事業（住民税均等割の
み課税世帯分）に係る時間外勤務手当の増分

子育て世帯生活支援特別給付金支給事業に係
る時間外勤務手当の増分

5,049

891

1,855

物価高騰対策臨時給付金支給事業（住民税非
課税世帯分）に係る増分

物価高騰対策臨時給付金支給事業（住民税均
等割のみ課税世帯分）に係る増分

子育て世帯生活支援特別給付金支給事業に係
る増分

子育て世帯生活支援特別給付金支給事業（市独
自給付分）に係る増分

 説            明

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳  説            明 備             考

備             考

7,795

8,371

増    減    額

0

   給    料 0 ア  常勤職員等分 0

イ  会計年度任用職員分 0

備             考

0 0

ア  常勤職員等分

増    減    事    由    別    内    訳  説            明

0

  職 員 手 当 576

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

5,038

子育て世帯生活支援特別給付金支給事業に係
る期末手当の増分

子育て世帯生活支援特別給付金支給事業（市独
自給付分）に係る期末手当の増分

   報    酬 5,038 ア  常勤職員等分 0

イ  会計年度任用職員分 5,038

－ 22 －



（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和5年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和4年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給 （単位：円）

高     校     卒

総合職 189,700
一般職 185,200

ウ  級別職員数

級 級

１  級 169 (0) 17.9 (0) １　級 0 (1) 0.0 (100.0)
２  級 183 (4) 19.3 (8.0) ２　級 3 （0） 100.0 ( 0)
３  級 263 (46) 27.9 (92.0)
４  級 154 (0) 16.3 (0)

令和5年1月1日現在 ５  級 99 (0) 10.4 (0)
６  級 56 (0) 6.0 (0)
７  級 21 (0) 2.2 (0)

合    計 945 (50) 100.0 (100.0) 合　　計 3 ( １ ) 100.0 (100.0)
１  級 179 (0) 18.9 (0) １　級 0 ( 1 ) 0.0 ( 100.0)
２  級 181 (2) 19.0 (3.6) ２　級 3 ( 0 ) 100.0 ( 0)
３  級 254 (54) 26.8 (96.4)
４  級 157 (0) 16.6 (0)

令和4年1月1日現在 ５  級 95 (0) 10.0 (0)
６  級 60 (0) 6.4 (0)
７  級 22 (0) 2.3 (0)

合    計 948 (56) 100.0 (100.0) 合　　計 3 (  1  ) 100.0 (100.0)
※括弧内は再任用職員を外書き

短　　大　　卒 172,600
保育士等　182,400 

167,100

大     学     卒 191,700

区    　   分 一般行政職等 技能労務職
一  般  行  政  職

154,600

国   の   制   度

158,900

43.48
326,120

区                      分 技   能   労   務    職一  般   行   政   職   等

366,704

構   成   比  （％）
区         分

   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

職   員   数  （人）  構   成   比  （％）

技      能      労      務      職

43.40

158,900

53.00

325,619

414,386

426,360

327,233

52.00

329,200
371,130

－ 23 －



（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

６号給

８号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

６号給

８号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

区         分

66.7%

939

781

3936

-

-

一  般  行  政  職  等 技   能   労  務   職

781

 一  般  行  政  職

区                   分 合        計
代     表     的    な    職    種

-

779 2

-

-

補
正
前

939

　　号給数別内訳

-

-

-
補
正
後 　　号給数別内訳

83.2%

-

-

-

-

-

- -

-

-

-

83.2%

3

- -

-

- -

-

83.2% 83.2% 66.7%

- -

-

- -

-

-

-

-

936

-

779 2

-

-

－ 24 －



オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

補正後 2.200 ( 1.150 ) 2.200 ( 1.150 ) 4.40 ( 2.30 )

補正前 2.200 ( 1.150 ) 2.200 ( 1.150 ) 4.40 ( 2.30 )

国  の 制  度 2.200 ( 1.150 ) 2.200 ( 1.150 ) 4.40 ( 2.30 )

※括弧内は再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 939 (52)

　国の指定基準に基づく支給率（％） 10

※括弧内は再任用職員を外書き

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有

区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考

－ 25 －



ク  特殊勤務手当 　　　　　　　　 （単位：％）　

一  般  行  政  職  等 技　能　労　務　職

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.01 0.86

  支 給 対 象 職 員 の 比 率 1.6 25.0

 （令和5年1月1日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 税務特殊手当、福祉業務手当、防疫作業手当、建築確認業務手当

ケ  その他の手当

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区    分 佐  倉  市

交通機関等 定期券代を全額支給 定期券代　55,000円まで全額支給

通　勤　手　当 異なる

 区                    分 全      職      種
代     表     的    な    職    種

0.01

―

1.7

差    異    の    内    容

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）交通用具

国

住　居　手　当 異なる
国佐倉市

２親等内の親族所有の住居は手当の対象外 別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。

－ 26 －




